
令和２年５月２６日 

地 域 行 政 部 

番号制度・マイナンバーカード交付推進担当課  

 

世田谷区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

条例の一部を改正する条例 

 

１ 主旨 

国の制度である「幼児教育・保育の無償化」に伴い、令和２年２月にマイナン

バー制度に基づく自治体独自利用事務の情報連携拡大について、国（内閣府の行

政委員会）の個人情報保護委員会から通知があった。 

区立保育園等の給食費に関する事務についても規定の整備を図る必要があるた

め、「世田谷区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部を改正する条例」を令和２年第２回区議会定例会に提案する。 

 

２ 改正内容 

   個人番号を利用する事務に、区立保育園等の給食費に関する事務について規定

を追加する。 

 

３ 新旧対照表 

   別紙のとおり 

 

４ 施行予定日 

   公布の日から 
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世田谷区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する条例 

○世田谷区行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する条例 

平成27年10月２日条例第36号 平成27年10月２日条例第36号 

（第１条から第３条 略） （第１条から第３条 略） 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 別表第１左欄に掲げる区の機関（条例、規則又は世田谷区教

育委員会規則の規定により同表右欄に掲げる事務の全部又は一部を

行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。）

は、同表右欄に掲げる事務の処理に関して保有する特定個人情報フ

ァイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必

要な限度で個人番号を利用することができる。当該事務の全部又は

一部の委託を受けた者も、同様とする。 

第４条 別表第１左欄に掲げる区の機関（条例、規則又は世田谷区教

育委員会規則の規定により同表右欄に掲げる事務の全部又は一部を

行うこととされている者がある場合にあっては、その者を含む。）

は、同表右欄に掲げる事務の処理に関して保有する特定個人情報フ

ァイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必

要な限度で個人番号を利用することができる。当該事務の全部又は

一部の委託を受けた者も、同様とする。 

（２ 略） （２ 略） 

３ 別表第２左欄に掲げる区の機関は、同表右欄に掲げる特定個人情

報であって当該機関が保有するものを同表中欄に掲げる事務を処理

するために効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で、個

人番号を利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から

当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りで

ない。 

３ 別表第２左欄に掲げる区の機関は、同表右欄に掲げる特定個人情

報であって当該機関が保有するものを同表中欄に掲げる事務を処理

するために効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で、個

人番号を利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から

当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りで

ない。 

（以下略） （以下略） 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 機関 事務   機関 事務  

 区長 （１の項から18の項 略）   区長 （１の項から18の項 略）  
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改正後 改正前 

 19 区立保育園等における給食費に関する事務で

あって規則で定めるもの 

    

 教育委員会 （略）   教育委員会 （略）  

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 機関 事務 特定個人情報   機関 事務 特定個人情報  

 区長 （１の項から22の項まで 略）     区長 （１の項から22の項まで 略）   

 23 区立保育園等における給食

費に関する事務であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

     

  

 


